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表3－19　輸血医療の安全性確保のための総合対策進捗状況（平成9 19年5月）
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献血者に対する健康
管理サービスの充実

献血での検査結果を健康診査、人間ドック、職域検診等で活用するとともに、地域の保健指導にも
用いることができるよう、報告様式の変更を行った。

献血制度の仕組みに
ついての普及啓発

安全な血液を将来にわたって安定的に供給するためには、より幅広く、献血の意義（献血が命を助

いて検討する。また、平成17年3月、はばたき福祉事業団は、幼児や学童向けの絵本を作成した。

ての献血の周知

ボランティア活動として献血活動の認知度を高めるとともに、官公庁及び企業等が献血に対し積

環境作りに努めるよう要請していく。なお、平成16年度には日本赤十字社が献血可能年齢に満た

血液事業に関する年
報の発行

血液製剤の安全性及び供給状況に関する情報を「血液事業報告」（年報）として簡潔かつ網羅的
にとりまとめ、冊子として配布し、また厚生労働省のホームページで公開する。

少子高齢化を踏まえ
た採血の在り方の検
討

採血基準の見直し（特に若年層での要件の見直し）を検討する。

じた健康被害の救済
の在り方の検討

検討会の報告書を踏まえ、所要の法令の整備を行い、平成18年10月から、国の適切な関与の下

無料匿名の検査体制
の充実

HIVについては、保健所等を活用して迅速検査や土日や平日夜間も利用可能な無料・匿名の検査
体制の充実を図る。また、検査目的の献血者については問診を強化することなどにより的確に検
査目的か否かを把握するとともに、再度献血ルーム等へ来所しないよう、問診医等が無料・匿名で
検査を受けられる利便性の高い医療機関、保健所等へ紹介する枠組みを構築する。

日本赤十字社におけ
る安全対策（8項目）
の確実な実施

16年7
②FFP 17年7月末から6か月間に延長

④平成16年8月から20プールNATを実施するとともに、高感度次世代試薬、ウエストナイルウイ
ルス等他ウイルスに対する試薬の開発・検討中
16年1月から輸血後感染症に係る全数調査を実施

⑥
⑦平成19年1月から全ての製剤について保存前白血球除去を実施
⑧本人確認の厳格化は平成18年10月より献血カード導入により更なる強化を実施

検査目的献血の危険
性の周知

献血に関する啓発を行う際に、検査目的献血が善意の献血に反する行為であり、献血を介して感

字社、譛エイズ予防財団等の相互協力により、血液を介した感染症に関する知識の普及を図る。

加交流を進める通知を発出した。（平成18年1月）。

献血血液におけるHIV，
HBV，HCV HIVの検査結果を通知するか否かについて平成9年の「血液行政の在り方に関する懇談会報告書」

の方針も踏まえて検討する。

徹底
16年10月から全国で実施。さらに、平成18年4月より本人確認（区分3）

3

献血者手帳のIT化の
推進

平成18年10月より、献血者手帳を磁気カード化し、ID機能を付与することによりセキュリティを

整備した。

問診医の一層の資質

への対応を含む。）

問診医、担当看護師等の問診技術について質の向上を図るため、諸外国の問診方法を参考に我
が国独自のマニュアルを作成して全国の問診医等に対して研修・講習会を定期的に開催している。

各種安全対策の推進
のための日本赤十字
社における血液事業
の機能強化

平成16年10月から日本赤十字社に血液事業本部制を導入

non-

策（不活化を除く）

日本赤十字社は、ヒトパルボウイルスB19抗体陽性かつDNA陰性の献血者を一部の血液センタ

血小板製剤の細菌汚染リスクを把握するため、全国的な無菌試験を実施。


